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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第３四半期
連結累計期間

第59期
第３四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年１月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日

売上高 (千円) 31,386,082 29,827,510 42,019,660

経常利益 (千円) 720,567 150,803 662,698

四半期(当期)純利益 (千円) 127,203 36,484 159,089

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 108,364 68,329 164,091

純資産額 (千円) 9,161,177 9,236,785 9,216,905

総資産額 (千円) 26,168,043 25,631,899 26,899,078

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 32.48 9.32 40.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 35.4 33.7

　

回次
第58期

第３四半期連結
会計期間

第59期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △1.13 △6.23

(注) １．売上高には、消費税等を含めておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第58期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、年初は東日本大震災からの復興需要の顕在化への期待や、エコ

カー減税等の政策効果もあり、徐々に企業の生産活動に持ち直しの動きも見え始めると共に、緩やかながらも企業収

益や個人消費は回復傾向となりました。しかしながら、平成24年２月半ば以降の歴史的な円高は、一時是正の兆しが見

られたものの長続きすることなく長期化し、さらに、欧州債務問題を背景とした世界景気の減速、中国を始めとする新

興国の経済成長の鈍化等により、輸出産業において減速感が強くなると共に、景気回復も停滞から失速懸念が強まり

ました。　

鉄鋼業界におきましても、国内鉄鋼需要の回復は力強さに欠け、中国における需要停滞などから鉄鋼需要は緩和傾

向が続き、業界を取り巻く環境はさらに厳しい状況となりました。また、鉄鉱石や石炭などの原材料価格のじり安状況

が続き、スクラップ価格も軟調な展開となり、販売価格も低下傾向が続きました。　

このような難しい環境の下、当社グループは、仕入面では短期間で変動する市況の変化を見極めた在庫の適正化に

注力し、販売面では販売量の確保に重点を置くきめ細かい営業活動に注力してまいりましたが、当第３四半期連結累

計期間の売上高は、298億27百万円（前年同期比5.0％減）となり、営業損失64百万円（前年同期は営業利益４億89百

万円）、経常利益１億50百万円（前年同期比79.1％減）、法人税等を差引いた四半期純利益は36百万円（前年同期比

71.3％減）となりました。　

　
(セグメント別業績）

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　 売上高 セグメント利益

[西日本] 16,867　百万円(前年同期比  8.0％減)170　百万円(前年同期比 77.7％減)

[東日本] 13,332　百万円(前年同期比  0.8％減)120　百万円(前年同期比104.7％増)

[その他] 289　百万円(前年同期比　0.5％増) 87　百万円(前年同期比 14.2％減)

計 30,489　百万円(前年同期比  4.9％減)377　百万円(前年同期比 59.1％減)

四半期連結財務諸表との調整額 △661　百万円　 △227　百万円　

四半期連結財務諸表の売上高及び　
経常利益

29,827　百万円　 150　百万円　

　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ12億67百万円減少し、256億31百万円となりま

した。この主な要因は、受取手形及び売掛金の減少11億51百万円や現金及び預金の減少１億16百万円等によるもので

あります。　

負債は、前連結会計年度末に比べ12億87百万円減少し、163億95百万円となりました。この主な要因は、支払手形及

び買掛金の減少６億61百万円や、短期借入金の減少３億44百万円等によるものであります。　

純資産は、前連結会計年度末に比べ19百万円増加し、92億36百万円となりました。この主な要因は、その他有価証券

評価差額金の増加27百万円によるものであります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,922,000 3,922,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,922,000 3,922,000― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月30日 ― 3,922,000 ― 735,800 ― 601,840

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成24年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 6,200 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,915,200 39,152 ―

単元未満株式 普通株式 600 ― ―

発行済株式総数 3,922,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,152 ―

　
② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

清和中央ホールディングス㈱
大阪市西区九条南
３丁目１番20号

6,200 ― 6,200 0.16

計 ― 6,200 ― 6,200 0.16

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

　
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年７月１日から平成24

年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平成24年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,052,208 935,705

受取手形及び売掛金 ※
 13,634,696

※
 12,483,022

商品 2,307,093 2,454,773

繰延税金資産 22,964 23,099

その他 1,660,164 1,711,193

貸倒引当金 △64,843 △62,402

流動資産合計 18,612,285 17,545,390

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,302,871 1,284,148

土地 2,776,753 2,776,004

その他（純額） 214,935 185,750

有形固定資産合計 4,294,560 4,245,903

無形固定資産

のれん 157,471 20,629

その他 20,187 35,776

無形固定資産合計 177,659 56,405

投資その他の資産

賃貸用不動産 2,516,034 2,518,355

繰延税金資産 464 464

その他 1,324,007 1,299,304

貸倒引当金 △25,932 △33,924

投資その他の資産合計 3,814,573 3,784,199

固定資産合計 8,286,793 8,086,508

資産合計 26,899,078 25,631,899
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 10,180,673

※
 9,519,311

短期借入金 4,500,000 4,155,965

未払法人税等 126,205 16,035

賞与引当金 16,700 70,596

役員賞与引当金 30,000 11,250

その他 931,936 740,486

流動負債合計 15,785,514 14,513,644

固定負債

長期借入金 197,800 189,050

繰延税金負債 1,160,373 1,161,827

退職給付引当金 154,869 156,931

役員退職慰労引当金 184,649 182,045

その他 198,966 191,615

固定負債合計 1,896,658 1,881,469

負債合計 17,682,173 16,395,113

純資産の部

株主資本

資本金 735,800 735,800

資本剰余金 601,840 601,840

利益剰余金 7,540,968 7,530,461

自己株式 △23,808 △25,266

株主資本合計 8,854,799 8,842,835

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 211,267 238,463

その他の包括利益累計額合計 211,267 238,463

少数株主持分 150,838 155,487

純資産合計 9,216,905 9,236,785

負債純資産合計 26,899,078 25,631,899
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 31,386,082 29,827,510

売上原価 28,499,663 27,456,431

売上総利益 2,886,418 2,371,079

販売費及び一般管理費 2,397,219 2,436,069

営業利益又は営業損失（△） 489,199 △64,989

営業外収益

受取利息 6,169 4,449

受取配当金 8,525 10,715

仕入割引 44,418 41,925

不動産賃貸料 229,511 234,794

その他 29,717 37,116

営業外収益合計 318,343 329,001

営業外費用

支払利息 25,573 20,331

売上割引 10,658 10,152

不動産賃貸原価 40,902 44,555

その他 9,840 38,168

営業外費用合計 86,974 113,207

経常利益 720,567 150,803

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,001 －

補助金収入 － 20,194

特別利益合計 7,001 20,194

特別損失

災害による損失 236,178 －

投資有価証券評価損 － 40,178

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,627 －

特別損失合計 244,806 40,178

税金等調整前四半期純利益 482,763 130,819

法人税等 362,637 90,473

少数株主損益調整前四半期純利益 120,125 40,345

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7,077 3,860

四半期純利益 127,203 36,484
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 120,125 40,345

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △11,761 27,983

その他の包括利益合計 △11,761 27,983

四半期包括利益 108,364 68,329

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 116,758 63,680

少数株主に係る四半期包括利益 △8,394 4,648
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当社及び一部の連結子会社は、当第３四半期連結会計期

間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　
【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日)

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

※　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年

度末日は、金融機関休業日のため、次のとおり連結会計

年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれてお

ります。

受取手形 1,026,675千円
　

支払手形 304,851千円

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日は,金融機関休

業日のため、次のとおり四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

受取手形 997,558千円
　

支払手形 266,885千円

　
(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
至  平成24年９月30日)

減価償却費 120,527千円

のれんの償却額 136,842千円

減価償却費 110,008千円

のれんの償却額 136,842千円
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(株主資本等関係)

　前第３四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日
定時株主総会

普通株式 19,579 5 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　　該当事項はありません。

　
　当第３四半期連結累計期間(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 46,991 12平成23年12月31日 平成24年３月30日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　　該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
四半期連結

損益計算書計上額
西日本 東日本 その他 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 17,988,27213,397,809― 31,386,082― 31,386,082

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

342,66240,183287,999670,845△670,845 ―

計 18,330,93413,437,993287,99932,056,927△670,84531,386,082

セグメント利益 762,90058,751102,116923,768△203,201 720,567

(注) １．セグメント利益の調整額△203,201千円には、セグメント間取引消去△60,715千円、のれんの償却額

         △136,842 千円、特別損益から経常損益への振替額△7,266千円等が含まれております。特別損益から経常損

益への振替額は、報告セグメントにおいては特別損益としているものを、四半期連結損益計算書上は重要性が

乏しいため、経常損益に振替えたものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書計上額

(注)２西日本 東日本 その他 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 16,528,12613,299,383― 29,827,510― 29,827,510

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

339,21133,259289,500661,970△661,970 ―

計 16,867,33813,332,642289,50030,489,480△661,97029,827,510

セグメント利益 170,121120,26687,575377,963△227,159 150,803

(注) １．セグメント利益の調整額△227,159千円には、セグメント間取引消去90,316千円、のれんの償却額136,842千円

が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 32.48 9.32

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 127,203 36,484

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 127,203 36,484

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,915 3,915

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

清和中央ホールディングス株式会社(E02861)

四半期報告書

14/15



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月９日

清和中央ホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松山  和弘    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中島  久木    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている清和中央ホール

ディングス株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成24年

７月１日から平成24年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平成24年９月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、清和中央ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成24年９月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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